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功

本稿では，公共財の生産を民間企業に委託する問題が分析される。この分野

は，最近のプリンシパル・エイジェンシー理論の目ざましい発展とともに，新

しい展開をみせている。プリンシパル（計圃官）がエイジェント（企業）の特

性や行動を完全に知ることが出来ない時，社会厚生の観点から望ましい公共財

規制政策のあり方が Baronand Myerson且982〕を契機として， Baronand 

Besanko日984〕● 〔1988〕● Freixas, Guesnerie and・Tirole (F-G-T) 〔1985〕，

Laffont and Tirole且986〕● Lewis and Sappington (1985〕等により精力的

に研究が進められてきている。とりわけ， F-G-Tでは，計画官が企業との公

共財生産に関する契約に commitment しない時， ラチェット効果が生ずるこ

とを，単純なモデルを用いて示している。この F-G-Tモデルでは 2つの重要

な仮定がなされている。第 1は，計画官が生産契約を策定する際，企業の生産

技術に関し完備な情報を入手していない点である。第 2は，企業側が公共財の
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生産量を決定出来る権限委譲型になっていることである。第 1の仮定に関し

て，我々は三浦〔1989〕， 〔1990〕において報酬計画を企業に選択させる自己選

抜型契約を作り，計画官が企業の生産技術に関する私的情報を正しく引き出さ

せるメカニズムが分析されている。本稿では第 2の仮定を改め，計両官が公共

財の生産量を決める中央集権型モデルを作り， その特性が検討される。

§1. 中央集権型モデル

計画官は，企業と生産契約をする際，公共財の生産量と報酬の組（以後，生

産・報酬計両と呼ぶ）から成るメニューを企業に提示する。企業には，

ニューの中から自由に生産・報酬計画を選ぶ権利が与えられているものとしよ

゜
ろ
ノ 企業によって実際， 選択された生産・報酬計画通り生産契約が履行され

る。企業の費用関数を ,y(y,0)で表わす。 yは公共財の生産量であり， 0はそ

の企業の生産技術に関するパラメータを表わす。この 0に関して， その企業は

正確に知っているが計画官は知らないものとする。ただし，計画官は，

ラメーター 0が f}(低い生産技術），り（高い生産技術）の 2種類であることは

知っており，さらに f}である確率を vで予想しているものとしよう。この費

用関数 v-CY,0) に関して次の仮定を置く。

,/J'y>Q 

,/J'yy>Q 

V'(y'f}) >,ff, (y'り）

も (y,f})>如 (y,ff) 

如 y(y,f})>如 y(y, ff) 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

このメ

このパ

ここで， "P'Y⑲yy) はyに関する 1階 (2階）の偏微分を表わしている。 (3),

(4)はそれぞれ生産費用及び限界費用が生産技術の高い企業の方が低いことを意

味する。 (5)は技術的理由により必要となる。さて，計画官は 2種類のタイプの

,,; 

企業にそれぞれ異った生産・報酬計画を選択させるため，

画から成るメニュー a

a={位， r),(y,r)} 

2組の生産・報酬計

(6) 
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を企業に提示するものとしよう。ここで邑 yは公共財の生産量を， I,f は報

酬をそれぞれ表わしている。

次に， 0(=f} or (J) タイプの企業が生産・報酬計画 (y,r) (Ea) を選択し

た時の企業の利潤関数 II只y,0)' 計画官の利潤関数 rrcp (y), 社会厚生関数

W(y, 0)を順次定式化していく。まず， II只y,0)は

IIF(y, 0)=rー州Y,0) (7) 

と表わされる。また rrcp(y)は

rrcP(y) =py-(1 +l)r・(8)  

で表わす。ここで pは，公共財の価格で外生的に与えられているものとし，入

は計画官が報酬 rを企業に与える時にかかる社会費用を表わすパラメーターと

する。社会厚生関数 W(y,0) を企業の利調と計画官の利潤の和として定義す

る。すなわち，

W(y, 0) =IIF(y, (}) +rrcp(y) 

=py—入r— -1/r(Y, 0) (9) 

さて，計画官はメニュー aを作る際，次の 2点に留意する。第 1は両タイプ

の企業に 0以上の利潤を保証する。これは企業に生産契約を受諾させるための

条件である。第 2は9タイプの企業には生産・報酬計画（と心）を， 0タイプの

企業には (yf) をそれぞれ選ばせるようにさせる。計画官は企業の生産技術

に関し，不完備な情報しか持っていないのでこの場合の社会厚生関数 WEは，

次の様に定式化される。

we=ツ[py_-).r-坐位）]+(1-ッ） [py- えf—所(y)J (10) 

但し，竺（・）琴'IP'(.'.i)'況(.)==-1/r (.'fJ) 

計画官が作るメニュー aは，次の問題の解となるものである。

問題A1 MaxWc 
{(ど， r)'(y'r)}

s. t. r一竺位）~o (11) 

fー否(y)~O (12) 

I一竺位）~r一竺(y) (13) 

f―祈(y)~r-否（沙 (14) 
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(11), (12)は各タイプの企業の参加条件であり， (13), (14)はそれらの自己選抜条件

を表わしている。問題Alの解を最適・報酬システムと呼ぶことにし

a*= {Cy_*, r*), (y*, r*)} 

で表わす。

§2. 最適生産・報酬システムの導出

参加条件(11), (12)及び自己選抜条件(13), (14)から得られる性質を補題 1, 2にま

とめる。

補題 1 メニュー aが自己選抜条件(13), Mを満たす時，

匹貧

（証明） 自己選抜条件(13), (14)を辺々加え整理すると

竺(y) 一祈(y)~竺位）一祈位）

ここで F(y)====坐(y)一,f(y) とすると

F'(y) =少—否y

(4) より F'(y)>O よって又~y (Q.E.D.) 

補題 2 メニュー aが参加条件(11)' 自己選抜条件(14)を満たす時， 参加条件

(12)は厳密な不等号で成立する。

（証明） 自己選抜条件(14)及び参加条件(11)より

f一祈(y)~r-祈(y_)

こ竺位）―祈（沙

(3)より，否(y)一1fr(y)>oとなる。 (Q.E.D.) 

次の補題 3, 4は最適生産・報酬システム a*の性質を述べている。

補題 3 最適生産・報酬ジステム a*のもとでは，参加条件(11)は等号で成立

する。そ

（証明） a*= {位*,r*), (y*, r*)}に対して，

［＊一竺(y*)>O

であったとしよう。この時，別の報酬 r',r'を

r'=竺位＊）
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r'=r*-r*+竺(y*)

と定め，新しいメニュー a'={位*,r*), (y*, rり｝を作る。 このメニュー a
 に対し自己選抜条件(13), (14)が満たされることは明らかである。また

r'―'ljf (y*) =O 
一

なので参加条件(11)を満たす。補題 2より

f'ー否(y*)>O

となり，参加条件(12)も満たされる。 さらに， メニューとして a
 

を用いた時

の社会厚生は， a*を用いた時よりも大きくなり矛盾を生ずる。よって，

戸一炒(y*)=O 

最適生産・報酬メニュー a*のもとでは，自己選抜条件(14)は等号で

(Q.E.D.) 

補題 4

成立する。

r*ー祈(y*)>r*ー可位＊）

であったとしよう。この時，別の報酬 f' を

（証明）

f'吋＊一否位＊）＋否(y*)

を満たすように定め，新しいメニュー a'={位*,r*), (y*, r')}を作る。

a'に対して補題 3より，

r*—,fr(y*) =O 

このことから

f'ー ,f(y*) =r*—デ位*)>O

となり，メニュー a'は参加条件(11), (12)を満たす。また r*>r'なので

この

戸一竺位*)>r'ー竺(y*)

r'ー否(y*)=r'ー否(y*)

よって， 自己選抜条件(13), (14)も満たしている。さらにメニューとして a'を用

いた時の社会厚生は， a*を用いた時よりも大きくなり矛盾を生ずる。よって

r*—如(y*) =r*一可位＊） (Q.E.D.) 

補題 2,

問題A2

3' 4より問題Alは次の様に置き換えられる。

Max we 
｛（ど， r),Cy,r)J

s. t. I一竺位）=0 (15) 
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I一竺位）~f一竺(y)

f―,f(y) =r—祈(y_)

(13) 

(16) 

(15), (16)より社会厚生関数 WEから r.rを消去出来る。さらに自己選抜条件

(13)を無視して WEを最大化することを考える。すなわち，

問題A3 Max))図ー(1+l)竺（りJ+ (1-))) [py—入憎(y_) 一祈（又））
Y•l 

-(1十入）否(y)]

最大化一階の条件より

否y(y)=s （但し， S三
p 

1十入）

竺心） =s-信嘉竺心—否y(y_)) 

(17) 

(18) 

まず， (18)を満たす又がユニークに定まることを示そう。仮に y_'(~y_) が(18)を

満たしているとする。

も (y_')=s-畠芦も（口')―況（叉'))

この時，

竺心）—も（又＇）＝訊畠心⑰y (y_')一祈y(y_')一竺心）＋否y(y_)) 

y'~y • 上式左辺悶 [(2)より］，上式右辺~g [(5)より］

となり矛盾を生ずる。さらに(17),(18)を満たすめ yと(15), (16)から得られる

が自己選抜条件(13)を満たすことが次の様にして確かめられる。

I一竺位） =O なので f一竺(y)~O を示せば良い。

-r ’
 

r-
まず (15)より

f一竺(y)=祈(y)一竺(y)-{,f位）一竺（沙｝

叡・）ーが・)は単調減少であり， (17), (18)より又<Yなので f一竺(y)<oとな

る。以上のことから次の命題を得る。

）
＇
 

シ

命題 1 最適生産・報酬メニュー a*は

竺心*)=s-岱此竺心＊）一祈y位＊））

否y(y*)=s 
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r*=竺位＊）

r*=祈(y*)+竺位＊）ーデ位＊）

と表わされる。

この命題から y*<y*,戸<r*が成り立つので，

ことがわかる。

がは分離メニューである

§3. 最適生産・報酬システムの性質（その 1)

補題 2' 3より最適生産・報酬システム a*に対応する企業の利潤について

次の命題が成立する。

命題 2 最適生産・報酬システム a*のもとでは，生産性の高い企業の利潤

は生産性の低い企業の利潤を上回る。

補題 3より

［＊一 ,fr(y*)=O 
一

（証明）

補題 2より，

f*一祈(y*)>O (Q.E.D.) 

さらに，最適生産・報酬システム a*と計画官の利潤との関係は次の命題で

示される。

命題 3 最適生産・報酬システム a*に対応する計画官の利潤は，企業の生

産性が高いほど大きい。

（証明） △ ==PY*-(1 +J)r*-{pザー(l+J)r*}

=(1十J){sy*-r*-s竺＋戸｝

命題 1を用いると△は，

△ = (1 +A) {sy*一可(y*)-s汐＋否（ぎ）｝

ここで F(y)==SY—所(y)

F'(y) =sー 1YY

再び，命題 1より

F'(y)>O 

F'(y) =O 

for all yE位*,y*) 

for y=y* 
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よって， F(y*) > F (y_*)となり△>oが成り立つ。

(Q.E.D.) 

命題 2, 3及び社会厚生が計画官の利潤と企業の利潤との代数和として定義

されていることを考え合わせると最適生産・報酬システム a*に関して，企業

の生産性と社会厚生との間には，次の命題において示される関係が成り立つ。

命題 4 最適生産・報酬lシステム a*に関して，企業の生産性が高くなるほ

ど社会厚生は増える。

§4. 最適生産・報酬システムの性質（その 2)

§1では，計画官が公共財の生産量を決める中央集権型モデルが構築された

が，本節では企業サイドで公共財の生産量を決定出来る権限委譲型モデルを計

画官が企業に提示する報酬計画が生産量に関し，線型の場合と非線型の場合に

わけて構築する。そしてこれら 2つの権限委譲型モデルを社会厚生の観点から

中央集権型モデルと比較する。

4-1 権限委譲型モデル（線型報酬計画の場合）との厚生比較

計画官は， まず初めに 2組の報酬計画から成る報酬メニュ― (3を企業に提

示する。

(3= {(g., b), (a, b)} 

但し， 9-,a : 固定報酬

b, b: 生産量 1単位に対し賦与されるボーナス

権限委譲型モデルでは，企業に対し報酬メニュー Bの中から自由に報酬計画

を選び出し，さらに公共財の生産量も決める権利が与えられているものと仮定

される。企業が実際選ぶ報酬計画 (a,b) (E(3) と生産量 yに対し，計画官に

より報酬として a+byが企業に支払われる。計画官は，報酬メニュー Bの策

定に閃し，次の 2点に留意するものとされる。第 1は，両タイプの企業に 0以

上の利潤を保証することであり，第 2は生産性の低い企業には (g.,b) を，生

産性の高い企業には (a,b) をそれぞれ選ばせるようにすることである。 §1 

._; 
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と同様，計画官は生産性の低い企業である確率をいで予想しているものとしよ

う。この時，社会厚生数 WDLは次の様に定式化される。

WDL=ツ[p又Cb)一竺位Cb))一え(?+惚Cb))J

+ (1→) [py(b)一祈(y(b))一入(a+by(b))J 

但し， y_(b)=argrnax ?+ by—t,(y, .i) 
y 

y(b) =argrnax a+ byーが(y,0) 
y 

計画官が作る報酬メニュー{(?,b), (a, b)は次の問題の解となるものである。

問題B Max WDL 
{ Ci!'l:1)'C互， ii)}

s. t. g+麗Cb) 一竺位(b))~O

a+ by(b) 一祈(y(b))~O

g+ by_(b)一竺位Cb))忍+by_(b)一竺位(b))

a+ by(b) 一況(y(b))~g+by(b)一竺(y(b))

問題Bの解を最適線型報酬メニューと呼び

麿={(g*, b*),(a*, b*)} 

で表わす。この (3*は三浦〔1989〕で求められており，ここでは結果のみを記

す。

命題 5最適線型報酬メニュー /3*は，

え(1-ッ）
[y Cb*) -y__ Cb*) J 

b*=s 
(l+J)ッ

oy(b*) 
万

g.*='lf'(Y(b*))-b*又Cb*)
一

b*=s 

a*=祈(y(s))-sy(s)+竺位(b*))-b竺Cb*)+ b*y Cb*)一祈(y(b*))

と表わされる。

さて，本題の中央集権型モデルと権限委譲型モデルの厚生比較の問題にうつ

ろう。今，生産・報酬計画から成るメニュー aを

a= {(y_(b*), g.*+ b*y_(b*)), (y(s), a*+sy(s))} 
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とすると，このメニュー a は問題Alの制約条件(11)-(14)を満たすことがわか

る。よって aに対応する社会厚生は，最適生産・報酬システム a*に対応する

社会厚生以下になることがわかる。さらに aと a*を比較検討することによ

り，次の命題を得る。

命題 6 中央集権型モデルにおける最適生産・報酬システムに対応する社会

厚生は，権限委譲型モデルにおける最適線型報酬メニューに対応する社会厚生

を上回る。

（証明） ざ＝又Cb*)の時を考えよう。命題 1, 5より， y*=y(s)が成り立

つ。ここで△を次の様に定義する。

△ ==a*+sy(s)-f* 

= b*y Cb*) -;p CY Cb*)) -b*又Cb*)+;p位＊）

= b*y Cb*) -;p CY Cb*)) -{b竺＊一；；；位＊）｝

ここで FCy)を

F Cy)== b*y-;p CY) 

F'Cy) =b*-yy 

となるので

F'Cy) =O if y=yCb*) 

F'Cy)>O if y<yCb*) 

一方， JCb*)>四なので

FCyCb*))>F位＊）

よって△>o, ゆえに

r*~a*+syCs) 

結局， a*~a

4-2 権限委譲型モデル（非線型報酬計画の場合）との厚生比較

(Q.E.D.) 

ここでは計両官が報酬メニューとして非線型報酬計画を用いるものとする。

この点のみが 4-1の権限委譲型モデルと異なる。非線型報酬計画 R(y)は次の

条件を満たす。

R(O)~O (19) 



R'(y)>O 

R" (y)<O 
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(20) 

(21) 

(19) は R(•) が固定報酬を含むことを意味している。 (21)は企業の均衡生産量が存

在するための条件である。さて，計画官は報酬メニューとして y

r= {R(y), R(y)} 

を用いるものとする。但し， RC・),RC・) は共に(19),_, (21)を満たす非線型報酬計

画を表わしている。計画官は生産性の低い企業には RC・)を，生産性の高い企

業には R(・)をそれぞれ選ばせるように報酬メニューッを策定するものとしよ

う。この時，社会厚生関数 WDN は次の様に定式化される。

WDN=ツ[p又CR(・))一竺位(RC・)))一慮（・）］

+(1-ッ） [py(R(・))一祈(y(R (・))) -lR (・) J 

但し，又CR(・))=argmax RC・)一竺（・）
y 

y(R(・)) =argmax R(・)一yr(・）
y 

計画官が作る報酬メニュー {RC・), RC・)}は次の問題の解となるものである。

問題C Max WDN  
{R(•) ,R(•)} 

s. t. R位CR(·))) 一竺位(R(·)))~O

R(y(R(・)))一花(y(R (·)))~O 

R位(RC・)))一竺(y(R(・)))

~R位(R(•))) 一竺位(R(·)))

R(y(R(・)))一祈(y(R(・)))

~R (y CR C・)))一,f(y CR C・))) 

問題Cの解を最適非線型報酬メニューと呼び ry*= {R*(・),R*(・）｝で表わす。

このッ＊は三浦〔1989〕 と同様な方法で求められる。 ここでは結果のみを書

く。

命題 7 最適非線型報酬メニューッ＊は次の条件を満たす。

. ay(R*C・）） ッ十入
(I) 

琳＊（・）
＝ 

Sツ(1十入） +J(l-ッ）祈y(y_(R*(・）））
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(ii) 
oy(R*(・）） 1
oR*(・） ＝ 

s 

R*(y(R*C・）））＝竺位CR*(・）））

R*(y(R*(・）））＝祈(y(R*(・）））＋竺位CR*(・）））一否位CR*(・）））

さて，こうして得られたッ＊と中央集権型モデルにおける最適生産・報酬シ

(iii) 

(iv) 

ステム a*とを社会厚生の観点から比較する。

命題 8 中央集権型モデルにおける最適生産・報酬システム a*に対応する

社会厚生は，権限委譲型モデルにおける最適非線型報酬メニューッ＊に対応す

る社会厚生と等しくなる。

（証明）

（イ）

（口）

い）

（二）

a*とッ＊に関して次の事が成り立つことを示そう。

y_*=y_(R*(・））

y*=y(R*(・））

戸=R*(又CR*(・）））

r*=R*(y(R*(・）））

権限委譲型モデルでは，企業は利潤を最大にする生産量を選ぶので

dR*(・）
屯CR*(・））= ,fry (y CR* (・）））

dR*(・）
dy(R*(・））=yi y (y(R*(・）））

が成り立つ。命題 7(i), (ii)より

竺心CR*(・）））=s-畠芦竺心CR*(・）））一viY Cy_ CR* C・）））］

祈y(y(R*(・))) =s 

命題 1より

戸=y_(R*(・））

y*=y(R*(・））

となる。さらに命題 7C iii), C iv)及び命題 1より

戸=R*(又CR*(・）））

r*=R*(y(R*(・）））

が成り立つ。従って a* とッ＊に対応する社会厚生はそれぞれ等しくなる。

(Q.E.D.) 
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おわりに

本稿では，計画官が報酬計画及び公共財の生産量を決める中央集権型モデル

が構築された。この中央集権型モデルに対して導出された最適生産・報酬シス

テムの主要な性質は，次の 3点に要約出来る。

(P 1) 最適生産・報酬システムに関して，企業の生産性が向上するほど社

会厚生は増える。（命題 4)

(P 2) 最適生産・報酬システムに対応する社会厚生は，最適線型報酬メニ

ューに対応する社会厚生よりも大きい。（命題 6)

(P 3) 最適生産・報酬システムに対応する社会厚生は，最適非線型報酬メ

ニューに対応する社会厚生に一致する。（命題 8)

(P 1) に関しては，権限委譲型モデルの場合にも同様な事が言える 1)。また

(P 2), (P 3)から， 権限委譲型モデルでは， 最適非線型報酬メニューが最
0 0 

適線型報酬メニューを強く支配することがわかる。さらに (P3) は， Melu-

mad and Reichelstein臼987〕の結論に一致する。しかしながら， Melumad

and Reichelstein (1987〕では，通常のプリンシパル・エイジェンシー理論に

従い，フ゜リンシパル（計画官）の期待効用最大化を目的としており，この点は

本稿で行った我々の分析と異なる 2)。また彼らはエイジェント （企業）の私的

情報をプリンシパルが正しく引き出させるようにするためにインセンティヴ・

コムパティブル契約を用いているが，これは本質的には本稿における自己選抜

型契約と同等である 3)。

注

1) 三浦〔1990〕を参照。

2) 線型報酬計画を用いる時の権限委譲型モデルで，計画官の期待効用最大化問題を定

式化してみる。

問題D Maxツ[pi(b)ー (1+J)(g+恥Cb))J
{(!!,b),(a,b)} 

+(1-ッ）[py(b)-(1十J)(a+by(b))J 

s. t. g十恥Cb) 一y(又(b))~O

a+by(b) 一f(y(b))~O
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g十恥Cb)-竺位Cb))

~a+by_(b)-沙位(b))

a+by(b)一巫(y(b))

~g+by(b) 一巫(y(b))

問題Dの解~**={(g**, b**), (a**, b**)}は

-[y(b**)一y_Cb*)J
1ーツ

b**=s-
ツ

ay(b**) 
西＊＊

g**=がCy_Cb**)) -b**又Cb**)

b**=s 

a**=炒(y(s))-sy(s)+ y(y_(b**))-b**又Cb**)

+b**y(b**)一炒(y(b**))

となる。命題4より

~*~~** 
であることがわかる。さらに(5)より任意の， b,b'(b<b')に対して

y(b)一又(b) y(b')一又(b')
＜ 

述(b) ay(b') 

ab ab' 

が成り立つことから

b**<b* 

を得る。

W丹ncp

WDL  

✓ 

b** b* b 

図1

図1から生産性の低い企業に与えるボーナス bが閉区間 [b**b*Jに属している時に I 

は，計画官の利潤を減らした方が社会厚生が高まることがわかる。

3) Melumad and Reichelstein 〔⑲87〕で用いられたインセンティヴ・コムパティブ

ルメカニズムを本稿における中央集権型モデル上で表現してみる。計画官と企業の行

動の時間的流れは次の様になる。
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Tl 計面官は生産・報酬計画から成るメニュー {(y_,r), (y, 0} を企業に提示

する。

T2 企業は自己のタイフ゜0を計画官に報告する。

T3 計画官は企業によって報告されたタイプ0がf}の時には (y_,r)をりの時に

は (y,r)を生産契約として採用する。

この時，ィンセンティヴ・コムパティビリティ条件は，

r —沢叉）~r-竺(y)

f一巫(y)~r-巫(y_)

と表わされ，これらは(13),(1駁の自己選抜条件と同じである。
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